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＜一般部門＞ 
Ⅰ．一般事業 

家電製品の利用者、製造業者、流通業者等の便益向上に寄与するため、環境保全・資

源有効利用、地球温暖化防止・省エネルギー対策、製品安全等に関して次の事業を実施

する。 

１． 環境関連事業 

(1)環境配慮設計及び資源有効利用の取組み 

①家電製品の新機能や新構成の変化について調査し、再商品化率への影響度・

課題等を関係者と情報共有し、所要の対応を行う。 

②環境配慮設計に関する取組みの好事例を「製品アセスメント事例」として協

会サイトに掲載する。 

③家電製品の環境配慮設計に関する資料等を改定し、協会サイトに掲載する。 

④欧州「サーキュラー・エコノミー・パッケージ（資源循環経済政策パッケー

ジ）」の環境配慮設計に関する情報を収集し、関係者と情報共有する。 

⑤化学物質の規制情報等に関する情報収集を行い、関係者と情報共有する。 

(2)「容器包装リサイクル法」への対応 

容器包装廃棄物の削減に向けた取組みを推進するとともに、同法に係る諸課

題について、関係団体と連携を取り、対応を図る。 

環境省が 2019 年５月に策定した「プラスチック資源循環戦略」について、関

係団体等と連携を密に取り、同戦略に係わる諸課題に関する情報を関係者と共

有する。 

 

２．家電リサイクル関連事業 

(1)「家電リサイクル法」への対応 

①「産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子

機器リサイクルワーキンググループ 中央環境審議会循環型社会部会家電リ

サイクル制度評価検討小委員会 合同会合」が 2014 年 10 月に公表した報告書

に記載されている各主体が取り組むべき施策について、関係者との連携を密

に所要の対応を行う。 

②上記報告書とともにアクションプランに示された要求事項に対して、毎年開

催される合同会合の中で各主体の実施状況がフォローアップされ、家電リサ

イクルの一層の高度化に向け継続した取り組みが行われてきた。2020 年３月

から開始される３回目の家電リサイクル法の評価・検討の中で、家電リサイ

クル法の評価・検討に協力するとともに、家電リサイクル制度の円滑な運営

と利便性の向上に努め、４品目の適正な排出に関する消費者啓発など、関係

者との連携を密にして取り組む予定。  

③家電リサイクルに係わる普及広報活動を関連部門と連携し、活動を推進する。

消費者や関係者等への積極的な情報提供を行うべく、「家電リサイクル年次報

告書（令和元年度版）」を制作するとともに、その配布先の拡大を通じて利活

用をより一層推進する。併せて昨年度改定された小冊子「やってはいけない

家電の捨て方」を、家電リサイクルプラントの見学者、各種イベント会場来場

者、一部自治体への配布等を積極的に行い、家電リサイクルの啓発を推進す

る。また、家電リサイクルに関する協会サイトの見直しを行い、利活用性に優
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れたサイトとしてリニューアルを進める。 

 (2)「小型家電リサイクル法」法への対応 

「産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会小型家電

リサイクルワーキンググループ 中央環境審議会循環型社会部会小型電気電子

機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会 

合同会合」において、小型家電リサイクル法の評価・検討が 2019 年度下期から

開始され 2020 年３月にかけて実施された。そこで方向付けされた内容に対して

関係者と連携を密に所要の対応を行う。 

 

３．地球温暖化防止・省エネルギー対策関連事業 

地球温暖化防止に向けた温室効果ガスの排出抑制に関し、国際的な枠組みであ

る「パリ協定」が 2016 年 11 月に発効した。 

我が国は「パリ協定」を履行するために、2030 年度までに温室効果ガスの排出

を 2013 年度比で 26％削減する目標を設定している。この目標を実現するため、地

球温暖化対策の取組方針である「地球温暖化対策計画」に沿って具体的な行動が

推進されている。 

このような状況を踏まえ協会は、以下の重点項目を推進する。 

(1) 国民運動「COOL CHOICE」への参画 

第 29 回地球温暖化対策推進本部（2015 年６月開催）で設置された新たな国民

運動「COOL CHOICE」は、温暖化防止に資する省エネ・低炭素型の製品やサ

ービスの導入を消費者が積極的に選択する「賢い選択」を促す運動である。 

協会は省エネ性能に優れた家電製品への買換え啓発等を通して積極的な貢献

を図る。 

(2)省エネルギー法及びトップランナー制度の改訂への対応 

家電製品の更なる省エネを推進するため、総合資源エネルギー調査会の省エ

ネルギー小委員会及びその傘下のワーキンググループにおいて、省エネルギー

法及びトップランナー機器の見直しや新たな目標基準値の策定等が審議されて

いる。 

協会は、諸施策に関し総括的な対応を行い、関連する情報収集を図ると共に、

業界横断的な課題整理や対応策の検討を行う。 

(3)関係省庁及び団体が進める省エネルギー対策事業への対応 

「電機・電子業界低炭素社会実行計画」などの省エネルギー対策事業への協

力として、関連工業会と連携を図り、省エネに加え創エネ・蓄エネが一体となっ

たスマートライフに関する冊子「スマートライフおすすめ BOOK」の制作・配

布等を通して、省エネ家電、創エネ・蓄エネ機器に関する情報提供を行う。 

(4)消費者に対する地球温暖化防止に関する啓発活動の実施 

地球温暖化の原因と取組み方法、省エネ家電製品への買換えによる省エネ効

果、創エネ・蓄エネ・ＨＥＭＳによるエネルギーの有効活用等について啓発する

以下の活動を行う。 

① 協会サイト「省エネ家電 de スマートライフ（大人版・キッズ版）」の運用 

② 省エネ・環境に関する展示会「エコプロ」へのブース出展 
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４．製品安全関連事業 

製品安全委員会においては、家電製品の安全性向上に係る業界共通の諸課題で

ある安全な製品を設計し製造するための技術、消費者に製品を安全に使用いただ

くための情報提供と啓発活動、市場で発生した安全問題への対応、安全規格に関

する業界意見の集約と提言等に関し、以下の事業に取り組む。 

 また、ＡＩ、ＩｏＴ等の新たな技術の製品安全への活用に関しても積極的に調

査･研究を行っていく。 

(1)家電製品の安全技術及び安全マネジメントの課題検討 

①事故の未然防止と再発防止に資するため、業界横断的な事故情報及びリコー

ル情報の収集と分析を行い、関係機関省庁、関連団体、事業者との情報共有

を図る。 

②安全な製品の設計と製造に関する技術及びマネジメント手法等の研究を行

う。 

(2)消費者が製品を安全に使用するための施策検討 

① 経 済 産 業 省 「 Ｉ ｏ Ｔ 機 器 の 製 品 安 全 確 保 に 関 す る 検 討 会 」 に 参 画       

し、業界としての意見具申を行う。 

②災害時における電動車からの家電製品への電力供給に関し、適切な活用が図ら

れるよう、自動車業界と連携して調査、研究を行う。 

③事故情報、リコール情報の分析結果を消費者啓発委員会に提供し、効果的な啓

発活動に繋げる。 

(3)製品事故の拡大防止に向けた効果的な業界横断施策の検討 

①市場残存率に基づくリコール実施率の適正な自己評価の為、主要家電製品の残

存率調査の精度向上に努める。 

②総務省消防庁「住宅防火対策推進協議会」に参画し、関係機関、省庁との連携

を強化する。 

(4)「電気用品安全法」及び関連する規格改訂等への対応 

電気用品安全法における諸課題に対して、経済産業省による「電気用品安全

法の手続き合理化等に関する調査検討委員会」等に委員派遣し、関係団体と

連携して課題解決に向けた提案等を行う。 

(5)家電製品の安全に関する行政及び外部団体への対応 

①経済産業省産業構造審議会主催の「製品安全小委員会」へ委員参加して家電製

品の安全全般に関する業界意見の反映を行なう。さらに、消費者庁、ＮＩＴＥ

等からの製品安全に関する情報の収集と指導事項への対応を検討する。 

②家電製品の安全と使いやすさに関して、社会情勢の変化を踏まえたテーマを設

定し、講演会等を適宜開催する。 

③家電製品からの電磁波及び家電製品からの揮発性有機化合物（ＶＯＣ）に関す

る情報収集に努め、必要に応じ対応策の検討を行う。 

④赤外線リモコン方式におけるカスタムコードの管理等を行い、赤外線リモコン

製品相互の誤動作を防止し、消費者の安全確保に資する。 

 

５．ユニバーサルデザイン技術関連事業 

消費者にとって「使いやすく・わかりやすい家電製品」を追求するため、家電製

品のユニバーサルデザインに関する課題の研究及び関連規格の業界横断的な標準

化等を目指して、以下の取組みを行う。 
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(1)既刊の「家製協ガイドライン」について、関係するＪＩＳ規格等との整合性を

確認し、ガイドライン改訂の必要性を検討する。 

(2)障がい者団体、関連公的機関等とヒアリング調査を通じてＩＣＴ活用時に於け

る障がい者へのアクセシビリティ配慮事項の検討を行う。 

(3)ユニバーサルデザインの規格化等への対応として、総務省「日本版ⅤＰＡＴ

（Voluntary Product Accessibility Template）検討作業部会」、経産省「アクセ

シブルデザイン国際標準化委員会」に参画し、家電業界の意見の反映を図る。 

 

６．消費者啓発関連事業 

全国各地区に設置されている「消費生活センター」の相談員との情報交流会、啓

発講座を強化し、家電業界における製品安全、ユニバーサルデザイン、省エネルギ

ー、リサイクル、スマートハウスへの取組みに関し、以下の事業を通じて積極的な

情報発信・啓発及び協力関係の構築を行う。 

     (1)消費生活センター等からの要請による消費者啓発講座で使用する資料の改訂、 

作成を行う。 

     (2)消費者関連団体との情報交流会を通じて消費者に関連する情報を収集し、昨年

度から新設した消費生活センターの相談員向けサイト「家電製品Ｑ＆Ａ」ペー

ジの充実を図る。 

(3)協会サイトの製品安全ページにおいて、関係機関省庁、関連団体、事業者の持

つ製品安全に関するページへの窓口「まとめサイト」機能の強化を図り、より

重層的に協力・連携した普及・広報活動に取組む。 

(4)ユニバーサルデザイン技術委員会と連携して、協会サイトの「ユニバーサルデ

ザイン配慮家電製品」ページの運営・管理を行う。 

 

７．消費者関連法務事業 

(1)関連法案の改正、制定への対応 

消費者関連の新法制定や重要な法改正、重要判例や行政処分例の動向を注視

し、必要に応じて家電業界としての意見具申を行うとともに、会員企業の実務

面での活動が円滑に進むよう適切な提言を行う。 

(2)中・長期的視点での関連法規の調査研究 

ＡＩ、ＩoＴ、デジタルプラットフォーム等による社会変化に係る関連法規の

影響を分析し、家電業界としての課題を検討する。 

 

８．アフターサービス関連事業 

(1)家電製品のアフターサービス向上に関する調査研究と安全点検に関する普及

啓発活動の推進 

①長期使用製品の安全点検推進及び季節家電製品（エアコン等）のシーズン前

安全点検の普及啓発を推進する。 

②経済産業省が実施する｢製品安全総点検月間｣に合わせ、インターネット等を

活用し、消費者に対する「家電製品愛情点検チェック」の普及啓発を行う。 

(2)安全点検技術講習会の運営・管理 

家電流通諸団体に対し、Ｗｅｂを活用した効率的、効果的な安全点検技術講

習会の運営を行う。 
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９．流通ＥＤＩ関連事業 

家電業界における流通企業とメーカー企業双方の業務効率化を推進するため、

時代の変遷に合わせ、ＥＤＩ標準化項目の拡充と推進に必要な事項を検討し、普

及を図る。また、次世代ＥＤＩを巡るＩＴ技術や流通企業の動向の把握に努める

ものとする。 

(1)新たな家電業界標準ＥＤＩフォーマットである「拡張Ｅ－ＶＡＮフォーマット」

の普及を推進する。 

(2)流通ＢＭＳ対応としてメーカー間の連携及び情報共有を継続し、流通企業が新

規に導入する際の迅速化を図る。 

(3)2019 年度に実施した物流情報に関する調査結果の家電業界ＥＤＩの標準レイ

アウトへの反映に関し、更なる情報の積み上げを行う。 

(4)固定電話網のＩＰ網への移行に併せ、現行の全銀ＴＣＰ／ＩＰ手順、ＪＣＡ手

順に代わる家電業界としての新たな手順・方式パターンの策定の準備を進める。 

(5)流通ＥＤＩ標準化活動を通じ、新規公開及び改訂すべき内容について協会サイ

トを活用し、適宜情報提供する。 

 

１０．協会広報関連事業 

(1)広報事業 

①協会の概要、事業内容、活動成果等を協会サイトに広く紹介し、賛助会員、関 

係団体、一般消費者等へ家電産業の取組みや課題等の普及啓発を推進する。 

②賛助会員向け定期講演会を継続し、多様なテーマの知識と情報の提供と啓発 

に取り組む。 

③６月に家電産業界の情報交流の場である第４回家電産業交流会を実施する。 

(2)家電産業ハンドブック関連事業 

日本の家電産業の状況を、国内出荷、国内生産、輸出、輸入の各項に渡り、最

新統計に基づき動向を解説する「家電産業ハンドブック」を更新し、2020 年版

として賛助会員への情報共有を図るとともに、その抜粋版を協会サイトに掲載

することで、一般の利用の用に供する。 
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＜自治体支援事業部門＞ 

Ⅱ.自治体支援事業 

不法投棄される廃棄物の削減を目的とした地方公共団体（市町村）の不法投棄未然

防止の取組みを支援する「不法投棄未然防止事業協力」、離島地域の消費者が排出す

る特定家庭用機器廃棄物の海上輸送費用を負担するための「離島対策事業協力」を以

下のとおり実施する。 

なお、事業の公正な運用を図るために第三者委員会を組織し、当該委員会の決定し

た次の業務を実施する。また、2021 年以降３年間の事業協力の延長を提案検討し実施

する。 

 

１．不法投棄未然防止事業協力の実施 

特定家庭用機器廃棄物の不法投棄を未然に防止する事業及び不法投棄された特

定家庭用機器廃棄物を回収し、再商品化等実施者に引き渡す事業を実施する又は

実施しようとしている市町村等に対し、事業の実例等の紹介やその他必要な情報

の提供、事業の立案に対する助言、助成金の交付を行う。 

 

２．離島対策事業協力の実施 

次に掲げるいずれかの事業を実施する又は実施しようとしている市町村に対

し、事業の実例等の紹介やその他必要な情報の提供、事業の立案に対する助言、

助成金の交付を行う。 

(1)離島地域において特定家庭用機器廃棄物を引き取った又は回収した場所から

指定引取場所までの輸送を効率的な方法により行い、再商品化等実施者に引き

渡す事業 

(2)(1)に掲げる事業を市町村の委託を受けていない第三者が行っている場合、そ

の第三者に対して海上輸送に要する費用の全部又は一部に相当する額の補助金

を交付する事業 

 

３．市町村等が実施した支援事業の評価等 

第三者委員会において、市町村等が実施した支援事業について、その効果、問

題点等について評価を行い、協会サイトにて公表する。このほか、第三者委員会

の決定に基づき助成金を交付した支援事業の内容等を協会サイトにて公表する。 
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＜家電リサイクル券センター部門＞ 

Ⅲ．家電リサイクル券センター事業 

家電リサイクル券システムが引き続き社会システムとして社会に貢献していくため

には、一層のコスト削減、効率化、システムの安定運用、製造業者等や小売業者とい

った関係者との緊密な連携に努めることが求められている。このため、2020 年度は以

下の事業を実施する。 

 

１．家電リサイクル券システムの運営 

(1)運営の効率化を図る。 

(2)主務官庁、製造業者等、取扱店等との連携を強化する。 

(3)業務委託先との緊密な業務の遂行を図る。 

(4)小売業者の入退会、製造業者等の加入･契約解除申込みへの対応を行う。 

(5)取扱店の倒産発生等に対する迅速な対応を図る。 

(6)取扱店における家電リサイクル券の適正な運用を促進する。 

(7)新しい家電リサイクル券の早期安定運用を図る。 

 

２．家電リサイクル券システムの普及啓発 

(1)取扱店等への家電リサイクル法に基づく特定家庭用機器廃棄物の適正な引渡

しに関する普及啓発を行う。 

(2)流通、自治体等への家電リサイクル券システムの普及啓発を行う。 

(3)消費者、排出者に対する啓発（協会サイト等による活動の強化）を行う。 

 

３．情報システムの改善等 

(1)各種ＩＴ技術を活用して、ＲＫＣシステム利用者のサービス向上を図る。 

(2)円滑なシステム運用のための改善策の実行とセキュリティの確保を図る。 

(3)現行システムの問題点を抽出し、技術の進展等を考慮して、利便性と効率性

の向上を図るための新しいシステムの検討を行う。 

(4)2021 年度にセンターサーバーのリプレースを予定しており、2020 年度は要件

定義等の必要な検討を行う。 

 

なお、2019 年 12 月末現在、入会取扱店等は約 41,000 企業、家電リサイクル券を取

り扱う店舗数は約 55,000 店、入会地方公共団体は 668 団体、加入製造業者等は 126 企

業となっている。また、約 24,000 の郵便局に料金郵便局振込方式の家電リサイクル券

を備えている。 
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＜指定法人部門＞ 

Ⅳ．指定法人事業 

特定家庭用機器再商品化法（以下「家電リサイクル法」という。）第 32 条第１項の規

定に基づき主務大臣より指定法人に指定された者として、以下の事業を実施する。 

 

１．特定家庭用機器廃棄物に関するリサイクル関連業務の実施 

(1)リサイクル関連業務の実施 

家電リサイクル法第 33 条第１号及び第２号の規定に基づき、特定製造業者等

からの委託を受けて、あるいは製造業者等が存在しない、または当該製造業者

等を確知することができない特定家庭用機器廃棄物のリサイクルを行う。 

また、これに付随して必要とされる情報システムの改善、特定製造業者等へ

の情報提供、契約手続き、報告徴収への対応等を図る。 

(2)2020 年度以降の委託の実施 

家電リサイクル法第 33条第１号及び第２号に規定する業務の委託に関する契

約について、2020 年度以降３年間の委託先を選定したので、委託先と再商品化

等実施契約を締結し実施する。 

 

２．調査及び普及啓発の実施 

(1)調査の実施 

家電リサイクル法第 33 条第４号の規定に基づき、特定家庭用機器廃棄物の排

出、収集、運搬及び再商品化等に関して調査の必要性が生じた場合には、適宜実

施する。 

(2)普及啓発活動の実施 

家電リサイクル法第 33 条第４号の規定に基づき、特定家庭用機器廃棄物の適

正な排出、収集、運搬及び再商品化等のより円滑な実施を図るため、主に以下の

普及啓発活動を行う。 

①引き続き協会サイト「これで解決！家電リサイクル」の充実化を図ることに

より、適正ルートによる排出促進、ひいては回収率向上に貢献する。 

②回収率向上に向けた「アクションプラン」に基づき、必要に応じ各関係者とも

連携しながら、適正排出促進に向けた普及啓発活動を実施する。 

(3)照会対応 

家電リサイクル法第 33 条第５号の規定に基づき、特定家庭用機器廃棄物の収 

集・運搬及びリサイクルの実施に関する排出者、市町村等からの照会に対応す

る。 
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＜家電製品ＰＬセンター部門＞ 

Ⅴ．家電製品ＰＬセンター事業 

家電製品に係る紛争解決の専門機関として、公正・中立・迅速な紛争解決を図ると

ともに、関係機関との連携を強化し、情報開示と広報活動を行う。 

 

１．公正・中立・迅速な紛争解決 

(1)相談手続による問題解決 

相談者の主張する内容を的確に判断し、相談者の論点整理のための助言や関

連情報の提供を行った上で、相談者と事業者との適切な話合いを促進する。 

(2)斡旋手続による紛争解決 

現場・現品・現実の三現主義に則った原因究明と、顧問弁護士の助言による法

令解釈下による斡旋案の提示により、相談者と事業者との合意解決に努める。 

(3)裁定手続による紛争解決 

消費者問題に関する有識者、弁護士及び技術専門家で構成される裁定委員会

により、現場・現品・現実の三現主義に則った原因究明をすすめ、裁定手続によ

る紛争解決を図る。 

 

２．情報開示 

(1)協会サイトにおける情報開示 

「月次インフォメーション」及び「年次報告書」を協会サイトに公表し、相談

事例や斡旋事例等の情報を提供することにより、家電製品による事故の再発防

止や未然防止を図る。 

(2)関係工業会への情報提供 

関係工業会における製品安全等の取り組みの一助となるよう、事故相談事例

を含む製品別相談状況等の情報を提供する。 

 

３．広報活動 

消費生活センター等の関係機関との交流会を通じて、当センターの事業内容の

理解を深めていただき、一般消費者からの相談に対する連携強化を図る。 

また、関係工業会との情報交流会等を通じて、製造業者等に当センターの事業内

容を紹介することで、当センター事業への理解を深める。 
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＜資格審査認定部門＞ 

Ⅵ．資格審査認定事業 

１． 事業計画の概要 
 

従来、「家電製品アドバイザー資格(以下「アドバイザー」という）」及び「家電製

品エンジニア資格(以下｢エンジニア｣という）」を柱として推進してきた当事業は、

2013 年度にスタートした『第Ⅰ期中期計画(2013 年度～2016 年度)』により事業と経

営の両面から建て直しをはかり、2016 年度には、固定費の引き下げと経費圧縮によ

って収益体質を大幅に改善すると同時に新規事業「スマートマスター」の導入など、

積極的な事業運営により受験者数を増進して構造的な赤字事業体質から脱却した。 

そして、この実績を踏まえ、2017 年度より、“さらなる事業拡大”を目指す『第

Ⅱ期中期計画(2017 年度～2019 年度)』に取り組み、年間２万人を超える受験者を定

着させ、現在、事業基盤の安定感はさらに増している。(下表参照) 

 

 

 

 

 
 

2020 年度は、上述の「生まれ変わった資格審査事業の定着」を事業課題とし、

同事業の勢いを低下させることなく、所定の業績を達成することはもとより、不

透明感が拭いきれない国内家電事業にあって、今後の資格審査事業の運営の在り

方について、事業の推進力たる「人的資源の確保策」にまで踏み込んだ検討を進め

る。 

 

 ２．重点事業とその計画概要 
 

 アドバイザー、エンジニア、およびスマートマスターの 3 つの資格について、 

それぞれ、認定試験、資格更新、学習テキスト発刊の事業を推進する。 

(1) 認定試験 

下表の通り、９月と３月の年２回(延４日間)、全国主要都市に試験会場を設 

けて資格認定可否を判定するための試験を実施する。 

① 日程 

 第 39 回試験 第 40 回試験 

試験実施日 
2020 年９月６日（日） 
及び９月９日（水）※ 

2021 年３月７日（日） 
及び３月 10 日（水）※ 

資格交付日 2020 年 11 月１日 2021 年５月１日 

申請期間 
2020 年６月１日（月） 
～７月 27 日（月） 

2020 年 12 月１日（火） 
～2021 年１月 25 日（月） 

※水曜日の試験はアドバイザー及びスマートマスターを対象とする。 
 

② 受験者数                          単位;人 

 第 39 回試験 第 40 回試験 年間計 ※1 

対 

象 

資 

格 

アドバイザー(※2) 6,960 6,285  13,245 (69.8%） 

エンジニア (※2) 405 450 855 (87.9%) 

スマートマスター 1,080 1,080 2,160 (76.4%) 

計 8,445   7,815 16,260 (71.4%) 

※1 上表( )内は前年実績比 

2013年度

ほぼ倍増

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

第25回
(13/9月）

第26回
(14/3月）

第31回
(16/9月）

第32回
(17/3月）

第33回
(17/9月）

第34回
(18/3月）

第35回
(18/9月）

第36回
(19/3月）

第37回
(19/9月）

第38回
(20/3月）

7,300 6,300 13,900 12,400 10,700 13,000 14,200 13,100 12,300 10,500

13,600人 26,300人 23,700人 27,300人 22,800人



 11 

※2 アドバイザー､エンジニアには、エグゼクティブチャレンジの申請件数を含む  

(2) 資格更新 

  下表の通り、定期の交付日である 11 月 1 日付および５月 1 日付にて、対象 

者の 60％を目標として資格更新(学習、認定試験)を推進する。なお、対象者

の利便性向上ならびに事務効率化を目的とする学習や認定試験の電子化(ペ

ーパーレス化)の仕上げの年として、98％という高い目標を掲げて進める。 

    2020 年 11 月１日付更新 2021 年５月１日付更新 

申請期間 
2020 年６月１日（月） 

～９月 30 日（水） 

2020 年 12 月１日（火） 

～2021 年３月 31 日（水） 

更新人員 

(目標) 

3,595 件 

（更新率 60％） 

3,130 件 

（更新率 60％） 

電子化率 

(目標) 
96％(※) 98％(※) 

      ※2021年度(2021年 11月 1日付)に資格更新手続きの完全電子化を目指すことから、 

2020 年度末には電子化率 98％(2019 年度末比＋４％)を目指す。 

(3) 学習テキスト及び問題集 2021 年版の発刊数量（目標） 

AI、IoT、5G など革新的技術の台頭により、家電製品や家電を活用した各 

種のサービスなどは大きく変化しつつある。そのような変化を機敏に学習カ

リキュラムに取り入れて家電関連従事者の知識習得を支援すべく、本年度は、

全科目の学習テキストおよび問題集を策定し、出版社より発刊する。 

  数 量※ （冊） 発刊時期 

テキスト アドバイザー 科目別(3 冊) 14,500 （14,500） 2020 年 12 月 

エンジニア  科目別(2 冊) 3,000 （3,000） 

スマートマスター  (1 冊) 5,000  (5,000) 2020 年 4 月 

問題集 アドバイザー全科目(1 冊) 4,500 (4,500) 2020 年 12 月 

エンジニア  全科目(1 冊) 1,500  (1,500) 

スマートマスター  (1 冊) 3,000  (3,000) 2020 年 4 月 

※上表（ ）内の数は前年度の実績 


